
19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

－ 48,299,908 49,588,671 36,701,914 50,442,792

－ -3,167 105,724 － -

－ － － -15,119 -

－ 48,296,741 49,694,395 36,686,795

－ 46,104,660 47,287,745 35,448,153

－ 95.5% 95.2% 96.6%

基準値 目標値

- 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 26年度

- － － － 7,134か所 － 10,000か所

－ － － － －

基準値 目標値

- 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 26年度

- － 58.2% 72.2% 84.1% 89.2% 100%

－ － － － －

基準値 目標値

- 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 26年度

- 24.6% 42.9% 45.3% 55.4% 59.5% 100%

－ － － － －

基準値 目標値

- 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 26年度

- 480か所 527か所 572か所 602か所 637か所 950か所

－ － － － －

基準値 目標値

- 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 26年度

- － － － 延べ305万人 延べ340万人 延べ3,952万人

－ － － － －

基準値 目標値

- 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 26年度

- 511か所 546か所 592か所 637か所 626か所 870か所

－ － － － －

基準値 目標値

- 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 26年度

- 236か所 268か所 311か所 330か所 339か所 410か所

－ － － － －

指標７
トワイライトステイ事業の実施施

設か所数

実績値

年度ごとの目標値

指標５
一時預かり事業の利用児童数

実績値

年度ごとの目標値

指標６
ショートステイ事業の実施施設

か所数

実績値

年度ごとの目標値

指標３
養育支援訪問事業の実施市町

村割合

実績値

年度ごとの目標値

指標４
ファミリー・サポート・センター事

業の実施施設か所数

実績値

年度ごとの目標値

モニタリング結果報告書
（厚生労働省23（Ⅲ－1－2））

施策目標名 地域における子ども・子育て支援策を推進する（施策中目標　Ⅲ－１－２）

施策の概要
本施策は、次の施策目標を柱に実施しています。
　（施策目標１）地域における子ども・子育て支援策を推進する

施策の背景・枠組み
（根拠法令、政府決定、関

連計画等）

市町村が策定する市町村行動計画に基づく次世代育成支援対策の着実な推進を図ることを目的として、次世
代育成支援対策に資する事業に要する経費に充てるための次世代育成支援対策交付金（平成17年度創設）を
交付しています。
根拠法令：次世代育成支援対策推進法（平成十五年法律第百二十号）

施策の予算額・執行額等

※　「執行額」欄には、独法の運
営費交付金は含まない。

区分 24年度要求額

予算の
状況

（千円）

当初予算（a） -

補正予算（b）

繰越し等（c）

合計（a＋b＋c）

執行額（千円、d）

年度ごとの目標値

執行率（％、d/(a＋b＋c)）

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分（概要・記載箇所）

「子ども・子育てビジョン」
平成22年1月29日

閣議決定

「多様なネットワークで子育て力のある地域社
会へ子育て支援の拠点やネットワークの充実
が図られるように地域における子育て支援の拠
点等の整備及び機能の充実を図る」

予算書との関係
・関連税制

本施策は、予算書の以下の項に対応しています。
　（項）児童育成事業費：地域子育てに必要な経費（全部）
　（項）地域子育て支援対策費：地域子育て支援の推進に必要な経費（全部）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地域子育て支援対策に必要な経費（全部）

測定指標

指標１
地域子育て支援拠点事業の実
施施設か所数（市町村単独分

を含む）

実績値

年度ごとの目標値

指標２
乳児家庭全戸訪問事業の実施

市町村割合

実績値



基準値 目標値

- 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 26年度

- － － － 58.3% 61.6% 80.0%

－ － － － －

指標８
子どもを守る地域ネットワーク
（要保護児童対策地域協議会）
の調整機関に専門職員を配置

している市町村割合

実績値

年度ごとの目標値

担当部局名
雇用均等・児童家庭

局
作成責任者名

総務課少子化対策企
画室長　黒田秀郎

報告書作成日 平成23年６月

参考資料の情報

「子ども・子育てビジョン」　ＵＲＬ：http://www.mhlw.go.jp/bunya/kodomo/pdf/vision-zenbun.pdf


